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本物質は、パイロット事業（化学物質の環境リスク評価 第 1 巻）において、環境リスク初

期評価結果を公表しているが、新たに得られた環境実測データにより、評価の判定が変更とな

る可能性があったため、有害性に関する新たな知見も加えて、再度評価を行った。 

 

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名： モノクロロベンゼン 

（別の呼称： クロロベンゼン、フェニルクロライド、塩化フェニル、ベンゼンクロラ

イド） 
CAS 番号： 108-90-7 
化審法官報公示整理番号： 3-31 
化管法政令番号*： 1-125 
RTECS 番号： CZ0175000 

分子式： C6H5Cl 

分子量： 112.56 
換算係数： 1ppm = 4.60 mg/m3(気体、25℃) 
構造式： 
 
 
 
 
 

 
 
 

*注：化管法対象物質の見直し後の政令番号（平成 21 年 10 月 1 日施行） 

（2）物理化学的性状 

本物質は、透明の液体で、揮発性物質である1)。 

融点 -45.31℃2)、-45℃3)、-45.58℃4) 

沸点 131.72℃2)、131～132℃3)、131.687℃4) 

比重 1.1058 g/cm3 (20℃) 2) 

蒸気圧 12 mmHg(=1.6×103Pa) (25℃) 2) , 4) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(logKow) 2.84 2) , 4)、2.89 5) 

解離定数（pKa）   

水溶性（水溶解度） 484 mg/1,000g2)、498 mg/L (25℃) 4)  

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性 

好気的分解 

分解率：BOD 0%、UV-VIS 5%（試験期間：4 週間、被験物質濃度：30 mg/L、活性

汚泥濃度：100 mg/L)6)  

 

化学分解性 

OH ラジカルとの反応性 （大気中） 

［16］ モノクロロベンゼン 
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反応速度定数：0.77×10-12 cm3/(分子･sec)（測定値）7) 

半減期：7.0～70 日（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3 8) と仮定して計算）

加水分解性 

  半減期： > 897 年（pH7、25℃、外挿値）9) 

 

生物濃縮性（濃縮性がない又は低いと判断される物質10)） 

生物濃縮係数 (BCF)： 

  4.3～39.6（試験生物：コイ、試験期間：8 週間、試験濃度：0.15 mg/L）6)  

  3.9～22.8（試験生物：コイ、試験期間：8 週間、試験濃度：0.015 mg/L）6)  

 

土壌吸着性 

土壌吸着定数(Koc)：4.811)、313.111)（幾何平均値より集計：39） 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

本物質の化審法に基づき公表された製造・輸入数量12)の推移を表 1.1 に示す。 

「化学物質の製造・輸入に関する実態調査」によると、本物質の製造（出荷）及び輸入量

は、平成 13 年度、平成 16 年度ともに 10,000～100,000 t/年未満13),14) であり、平成 19 年度

は 1,000～10,000 t/年未満である15)。 

化学物質排出把握管理促進法（化管法）の製造・輸入量区分は 100 t 以上である16)。また、

OECD に報告している生産量は 1,000～10,000 t/年未満であり、輸入量は 10,000～100,000 t/

年未満である。 

 
表 1.1 生産量の推移 

平成（年度） 18 19 20 21 

製造・輸入数量（t）a) 8,246 7,915 6,697 6,134 
注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業所内での自家消費分を含んでいない値を示す 

 

② 用 途 

本物質の主な用途は、他の化学物質の原料（ビタミン、医薬品や農薬などの原料）のほか、

有機合成反応の溶剤や農薬補助剤、塗料、インキや電子機器洗浄の溶剤である1)。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質（政令番号:125）に指定されてい

る。また、本物質は旧化学物質審査規制法（平成 15 年改正法）において第三種監視化学物質（通

し番号:21）に指定されていた。 

本物質は、有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質、水環境保全に向けた取組のため

の要調査項目、水生生物保全に係る水質目標を優先的に検討すべき物質に選定されている。 
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２．ばく露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からのばく露を中心に評価する

こととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度

により評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、平成 21 年度の届出

排出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体2),3)から集計した排出量等を表 2.1

に示す。なお、届出外排出量家庭・移動体の推計はなされていない。 

 

表 2.1 平成 21 年度 PRTR データによる排出量及び移動量 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 248,484 1,362 0 0 25 1,460,480 1,173 70,903 - - 249,846 72,076 321,922

クロロベンゼン

業種等別排出量(割合) 248,484 1,362 0 0 25 1,460,480 1,173 70,903 0 0

219,388 1,359 0 0 25 709,355 届出 届出外

(88.3%) (99.8%) (100%) (48.6%) 78% 22%

7,300 0 0 0 0 37,300

(2.9%) (2.6%)

6,700 0 0 0 0 133,000

(2.7%) (9.1%)

6,340 0 0 0 0 71

(2.6%) (0.005%)

3,900 0 0 0 0 111,000

(1.6%) (7.6%)

3,460 0 0 0 0 50,013

(1.4%) (3.4%)

970 1 0 0 0 9,371

(0.4%) (0.07%) (0.6%)

673

(57.4%)

426 2 0 0 0 404,070

(0.2%) (0.2%) (27.7%)

326

(27.8%)

0 0 0 0 0 1,600 174

(0.1%) (14.8%)

0.2 0 0 0 0 4,700

(0.00008%) (0.3%)

70,903

(100%)
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排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
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本物質の平成 21 年度における環境中への総排出量は、約 320 t となり、そのうち届出排出量

は約 250 t で全体の 78％であった。届出排出量のうち約 250 t が大気へ、1.4 t が公共用水域へ

排出されるとしており、大気への排出量が多い。この他に下水道への移動量が 0.025 t、廃棄物

への移動量が約 1,500 t であった。届出排出量の主な排出源は、大気への排出が多い業種は化学

工業（88％）、公共用水域へはほとんどが化学工業であった。 

表 2.1 に示したように PRTR データでは、届出排出量は媒体別に報告されているが、届出外

排出量の推定は媒体別には行われていないため、届出外排出量対象業種の媒体別配分は届出排

出量の割合をもとに、届出外排出量非対象業種・家庭の媒体別配分は「平成 21 年度 PRTR 届

出外排出量の推計方法等の詳細」3)をもとに行った。届出排出量と届出外排出量を媒体別に合計

したものを表 2.2 に示す。 
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表 2.2 環境中への推定排出量 

媒 体 推定排出量(kg) 

大 気 

水 域 

土 壌 

249,256 

1,763 

70,903 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

本物質の環境中の媒体別分配割合を、表 2.1 に示した環境中への排出量を基に USES3.0 をベ

ースに日本固有のパラメータを組み込んだ Mackay-Type Level III 多媒体モデル 4)を用いて予

測した。予測の対象地域は、平成 21 年度に環境中及び大気への排出量が最大であった山口県（大

気への排出量 170 t、公共水域への排出量 0.31 t）、及び公共用水域への排出量が最大であった

富山県（大気への排出量 15 t、公共水域への排出量 1.0 t）とした。 

 

表 2.3 媒体別分配割合の予測結果 

媒 体 

分配割合(%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 大 気 公共用水域 

山口県 山口県 富山県 

大 気 94.1 94.1 34.9 

水 域 3.9 3.9 1.5 

土 壌 1.9 1.9 63.6 

底 質 0.0 0.0 0.0 

注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.4に示す。 

 
表 2.4 各媒体中の存在状況 

媒 体 
幾何 

平均値 a) 
算術 

平均値
最小値 最大値 a) 検出 

下限値 b) 検出率 調査地域 測定年度 文 献 

                     

一般環境大気 e)  µg/m3 0.022 0.022 (0.017)c) 0.025 - d) 2/3 東京都 2009 4) 

  0.022 0.03 0.0062 0.068 - d) 7/7 東京都、 
大阪府 

2008 5) 

  0.02 0.031 (0.0026)c) 0.079 - d) 9/12 全国 2007 6) 

  0.034 0.046 0.017 0.22 - d) 12/12 全国 2006 7) 

  - - 0.012 0.055 - d) 10/14 全国 2005 8) 

  0.046 0.047 0.040 0.056 0.004 5/5 栃木県 2005 9) 

  0.045 0.076 (0.014)c) 0.38 - d) 7/14 全国 2004 10) 

  0.010 0.012 <0.007 0.018 0.007 4/5 栃木県 2004 11) 

  0.044 0.059 (0.015)c) 0.17 - d) 10/16 全国 2003 12) 

  0.024 0.024 0.021 0.026 0.002 2/2 東京都 2001 13) 
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媒 体 
幾何 

平均値 a) 
算術 

平均値
最小値 最大値 a) 検出 

下限値 b) 検出率 調査地域 測定年度 文 献 

室内空気 µg/m3 - d) 0.01 ND 0.37 -d) 2/50 全国 2005 14) 

  0.042 0.053 <0.039 0.12 0.039 5/8 仙台市 1999 15) 

  0.13 0.21 0.058 0.88 0.02 8/8 仙台市 1998 16) 

             

食物 µg/g <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 0/45 全国 1999 17) 

             

飲料水 µg/L <0.05 <0.05 <0.05 <0.05 0.05 0/19 大阪府 2007 18) 

             

地下水 h) µg/L <0.03 <0.03 <0.03 0.04 0.03 1/4 全国 2005 19) f) 

  <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 0.1 0/3 長野県、 
宮城県、 
高知県 

2005 19) g) 

             

土壌 µg/g          

             

公共用水域・淡水 i) µg/L <0.03 <0.03 <0.03 <0.03 0.03 0/48 全国 2005 19) f) 

  <0.1 <0.1 <0.1 0.2 0.1 1/34 全国 2005 19) g) 

  <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.002 0/6 全国 2005 20) 

  <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 0.2 0/45 栃木県 2005 21) 

             

公共用水域・海水   µg/L <0.03 <0.03 <0.03 0.03 0.03 1/12 全国 2005 19) f) 

  <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 0.1 0/7 全国 2005 19) g) 

  <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.002 0/3 京都府、 
福岡県 

2005 20) 

             

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 0.0003 0/3 神奈川県、

大阪府、 
山形県 

2006 22) 

  <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.001 0/14 全国 2002 23) 

                      

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 0.0003 0/3 大阪府、 
広島県 

2006 22) 

  <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.001 0/10 全国 2002 23) 

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g <0.000045 <0.000045 <0.000045 <0.000045 0.000045 0/4 全国 2009 24) 

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g <0.000045 <0.000045 <0.000045 0.000062 0.000045 2/7 全国 2009 24) 

           

貝類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・海水) µg/g <0.000045 <0.000045 <0.000045 <0.000045 0.000045 0/2 神奈川県、

岩手県 

2009 24) 

             

注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の太字で示した数字は、ばく露の推定に用いた値を示す 
    b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す 
      c) 検出下限値未満の値 
    d) 公表されていない 
    e) 川崎市で行われた大気調査において0.058 μg/m3の検出（2002年夏期）がある25) 
      f) 第一次調査結果 
    g) 第二次調査結果     

    h) 地下水において過去には最大値として0.23 µg/L(1999)の報告がある26) 
    i) 公共用水域・淡水において過去には最大値として0.67 µg/L(1999)の報告がある26) 
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（4）人に対するばく露量の推定（一日ばく露量の予測最大量） 

一般環境大気、室内空気、地下水及び公共用水域淡水の実測値を用いて、人に対するばく露

の推定を行った（表 2.5）。化学物質の人による一日ばく露量の算出に際しては、人の一日の呼

吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ 15 m3、2 L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定し

ている。 

 
表 2.5 各媒体中の濃度と一日ばく露量 

 媒  体 濃  度 一 日 ば く 露 量 

  大 気     

  一般環境大気 概ね 0.022 µg/m3 (2009) 概ね 0.0066 µg/kg/day 

  室内空気 0.01 µg/m3程度 (2005)（算術平均値） 0.003 µg/kg/day 程度（算術平均値） 

平       

  水 質   

  飲料水 データは得られなかった（限られた地域

で 0.05 µg/L 未満の報告がある (2007)）
データは得られなかった（限られた地域

で 0.002 µg/kg/day 未満の報告がある）

  地下水 概ね 0.1 µg/L 未満 (2005) 概ね 0.004 µg/kg/day 未満 

均 公共用水域・淡水 0.1 µg/L 未満程度 (2005) 0.004 µg/kg/day 未満程度 

        

  食 物 過去のデータではあるが 0.005 µg/g 未満

程度 (1999)  
過去のデータではあるが0.2 µg/kg/day未
満程度 

  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 

        

  大 気     

  一般環境大気 0.079 µg/m3程度 (2007) 0.024 µg/kg/day 程度 

  室内空気 0.37 µg/m3程度 (2005) 0.11 µg/kg/day 程度 

最       

 水 質     

大 飲料水 データは得られなかった（限られた地域

で 0.05 µg/L 未満の報告がある (2007)）
データは得られなかった（限られた地域

で 0.002 µg/kg/day 未満の報告がある）

 地下水 概ね 0.1 µg/L 未満 (2005) 概ね 0.004 µg/kg/day 未満 

値 公共用水域・淡水 0.2 µg/L 程度 (2005) 0.008 µg/kg/day 程度 

        

  食 物 過去のデータではあるが 0.005 µg/g 未満

程度 (1999)  
過去のデータではあるが0.2 µg/kg/day未
満程度 

  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 

        

 

人の一日ばく露量の集計結果を表 2.6 に示す。 

吸入ばく露の予測最大ばく露濃度は、一般環境大気のデータから 0.079 µg/m3程度となった。

また、室内空気の予測最大ばく露濃度は、0.37 µg/m3 程度となった。一方、化管法に基づく平

成 21 年度の大気への届出排出量をもとに、プルーム・パフモデル27)を用いて推定した大気中濃

度の年平均値は、最大で 32 µg/m3となった。 

経口ばく露の予測最大ばく露量は、地下水のデータから算定すると概ね 0.004 µg/kg/day 未

満、公共用水域淡水のデータから算定すると 0.008 µg/kg/day 程度となった。本物質の経口ばく

露の予測最大ばく露量は、0.008 µg/kg/day 程度を採用する。一方、化管法に基づく平成 21 年
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度の公共用水域淡水への届出排出量を全国河道構造データベース28)の平水流量で除し、希釈の

みを考慮した河川中濃度を推定すると、最大で 0.51 μg/L となった。推定した河川中濃度を用

いて経口ばく露量を算出すると 0.02 μg/kg/day となった。なお、公共用水域淡水と過去のデー

タではあるが食物のデータから算定すると 0.008 µg/kg/day 程度以上 0.2 µg/kg/day 未満程度と

なった。 

 
表 2.6 人の一日ばく露量 

 媒 体   平均ばく露量（μg/kg/day） 予測最大ばく露量（μg/kg/day）

大 気  一般環境大気 0.0066 0.024 

   室内空気 0.003 0.11 

   飲料水 (限られた地域で 0.002) (限られた地域で 0.002) 

水 質  地下水 (0.004) (0.004) 

   公共用水域・淡水 0.004 0.008 

 食 物   (過去のデータではあるが 0.2) (過去のデータではあるが 0.2) 

 土 壌     

 経口ばく露量合計 0.004 0.008 

 参考値 1 0.204 0.008+0.2 

 総ばく露量 0.0066+0.004 0.032 

 参考値 1 0.0066+0.204 0.032+0.2 

注：1) アンダーラインを付した値は、ばく露量が「定量下限値未満」とされたものであることを示す 
2) （ ）内の数字は、ばく露量合計の算出に用いていない 
3) 総ばく露量は、吸入ばく露として一般環境大気を用いて算定したものである 
4) 参考値 1 は、食物に過去のデータを用いた場合を示す 

 

（5）水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.7のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水

域では 0.2 g/L 程度、同海水域では 0.03 g/L 程度となった。 

化管法に基づく平成 21 年度の公共用水域淡水への届出排出量を全国河道構造データベース

28)の平水流量で除し、希釈のみを考慮した河川中濃度を推定すると、最大で 0.51 μg/L となった。 

 

表 2.7 公共用水域濃度 

水 域 平  均 最 大 値 

淡 水 
 

海 水 

0.1 µg/L 未満程度 (2005) 
 
0.1 µg/L 未満程度 (2005) 

0.2 µg/L 程度 (2005) 
 
0.03 µg/L 程度 (2005) 

注：1) （  ）内の数値は測定年度を示す 
2)  淡水は河川河口域を含む 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

ウサギに 150 mg/kg を単回強制経口投与した結果、4 日間で投与量の 25.2％がグルクロン酸抱

合体、26.6％が硫酸抱合体、20.4％がメルカプツール酸として尿中に排泄されたが、グルクロン

酸抱合体及び硫酸抱合体のほとんどが投与後 1 日、メルカプツール酸のほとんどが投与後 2 日

までに排泄されたものであった 1) 。また、ウサギに 500 mg/kg を単回強制経口投与した結果、

30 時間で投与量の 27％が未変化のままで呼気中に排泄され、それ以降の呼気中への排泄は無視

できる程度であった。このため、投与量は異なるものの、尿及び呼気への排泄割合を合計する

と投与量の 99％となり、ほぼ全量が消化管から吸収され、2 日以内に排泄されたことになる 2) 。 

ウサギに 14C でラベルした 333 mg/kg を 4 日間（2 回/日）強制経口投与した結果、7 日間で投

与した放射活性の 19.6％が尿中に、1.05％が糞中に排泄され、臓器（組織）への残留は 0.05％で

あった。また、尿中放射活性の 33.6％がグルクロン酸抱合体、33.9％が硫酸抱合体、23.8％がメ

ルカプツール酸、4.17％がジフェノール体、2.84％がモノフェノール体、0.57％が 3,4-ジヒドロ

-3,4-ジヒドロキシ-クロロベンゼンであった 3) 。 

ラットに 14C でラベルした 100、400、700 ppm を 8 時間吸入させた結果、ばく露直後の血液、

腎臓、肺、肝臓の放射活性はばく露濃度に比例して増加した。脂肪組織では 100 ppm から 400 ppm

で 8～10 倍、400 ppm から 700 ppm で 3～5 倍増加し、他の組織に比べて 10 倍以上高かったが、

48 時間で大きく減少し、他の組織と同程度になった。48 時間で尿及び呼気に排泄された放射活

性のうち、呼気中排泄の割合は 100 ppm 群で 5.1％、400 ppm 群で 21.3％、700 ppm 群で 44.3％

であり、ばく露濃度の増加に伴って呼気中排泄の割合は有意に増加した。呼気中への排泄は 2

相性であり、第 1、2 相の半減期は 100 ppm 群で 0.81、8.77 時間、400 ppm 群で 1.13、7.62 時間、

700 ppm 群で 3.65、5.73 時間であったが、尿中への排泄速度はばく露濃度の増加による影響を

受けず、1 相性で半減期は 5.2 時間であった。ばく露濃度の増加にともなって尿中のメルカプツ

ール酸は 69.7％から 61.0％、51.0％へと減少し、逆にグルクロン酸抱合体及び硫酸抱合体は

27.5％から 30.6％、41.8％へと増加した。5 日間の反復ばく露でもほぼ同様の結果であったが、

単回ばく露時に比べて 48 時間後の体内濃度がやや高く、呼気への排泄割合は減少した 4) 。 

マウスに 500 ppm を 1 時間吸入させた結果、直後の体内濃度は腹腔内脂肪＞肝臓＞腎臓＞血

液＞心臓＞脳の順で高く、第 2 相の半減期は 0.8～3.5 時間の範囲にあって腹腔内脂肪＞脳＞肝

臓＞腎臓, 血液＞脾臓＞心臓の順に長く、脳、肝臓、脾臓、腎臓、血液、心臓、消化管中の総脂

肪量と半減期には正の相関が認められた。また、100 ppm を 1 時間又は 3 時間吸入させた場合

で比較すると、血液、脳、肝臓、腎臓での半減期は 100 ppm×3 時間の方が長く、300 ppm×1

時間と 100 ppm×3 時間で比較すると、これらの組織でばく露直後の濃度は 300 ppm×1 時間の

方が高かったが、半減期は 100 ppm×3 時間の方が長かった 5) 。 

ボランティアに 11.8 ppm を 7 時間吸入させ、尿中の抱合体から遊離させた 4-クロロカテコー

ル（4-CC）と 4-クロロフェノール（4-CP）を調べた結果、尿中濃度はともに急速に増加してば

く露終了時に最大（4-CC は 4-CP の約 7 倍）となり、その後 2 相性で減少し、第 1、2 相の半減

期は 4-CC で 2.2 時間、17.3 時間、4-CP で 3.0 時間、12.2 時間であった 6) 。また、本物質の気中

濃度が約 3 ppm の工場で働く労働者の尿中から検出された代謝物の組成は 4-CC が 76.9％、4-CP
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が 12.4％、3-CP が 7.1％、2-CP が 3.2％（いずれも抱合体）、4-クロロフェニルメルカプツール

酸（4-CPMA）が 0.4％であった 7) 。 

なお、ラット及びヒトに 34 mg/kg を経口投与した結果、尿中の 4-CC に対する 4-CPMA の比

（4-CPMA/4-CC）はラットの 2.9 に対してヒトでは 0.002 と低く、56～225 mg/kg を腹腔内投与

したラット及びマウスでは 6.1～9.1、ウサギでは 1.6～1.8 の範囲にあり、本物質の代謝には動物

間で種差があると考えられた 8) 。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 9) 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 500 mg/kg 
ラット 経口 LD50 1,110 mg/kg 
ラット 経口 LD50 1,540 mg/kg 
マウス 経口 LD50 2,300 mg/kg 

モルモット 経口 LD50 2,250 mg/kg 
ウサギ 経口 LD50 2,250 mg/kg 
ラット 吸入 LC50 2,965 ppm[13,640 mg/m3] (6 hr) 
ラット 吸入 LC50 39,700 mg/m3 (3.75 hr) 
マウス 吸入 LC50 1,886 ppm[8,680 mg/m3](6 hr) 
マウス 吸入 LC50 4,300 ppm[19,780 mg/m3](2 hr) 
マウス 吸入 LCLo 15,000 mg/m3 

モルモット 経皮 LD > 11,000 mg/kg 
ウサギ 経皮 LD > 2,200 mg/kg 
ウサギ 経皮 LD50 > 7,940 mg/kg 

注：（ ）内の時間はばく露時間を示す。 

本物質は眼、皮膚を刺激し、飲み込むと誤嚥により化学性肺炎を起こすことがある。中枢

神経系に影響を及ぼし、意識低下を生じることがある。吸入すると嗜眠や頭痛、吐き気、意

識喪失を生じ、経口摂取では吸入時の症状に加えて腹痛を生じることがある。皮膚に付くと

発赤や皮膚の乾燥、眼に入ると発赤、痛みを生じる 10) 。 

 

② 中・長期毒性 

ア）Fischer 344 ラット及び B6C3F1マウス雌雄各 9～10 匹を 1 群とし、0、60、125、250、500、

750 mg/kg/day を 13 週間（5 日/週）強制経口投与した結果、ラットでは 500 mg/kg/day の雄

4/10 匹、雌 3/10 匹、750 mg/kg/day 群の雄 9/10 匹、雌 8/10 匹が死亡し、最終体重は 250 

mg/kg/day 以上の群の雄及び 500 mg/kg/day 以上の群の雌で低かったが、一般状態に影響は

なかった。500 mg/kg/day 以上の群の雌で ALP、γ-GTP の上昇がみられ、500 mg/kg/day 以

上の群の雄で尿中のコプロポルフィリン、雌で肝臓のポルフィリン、750 mg/kg/day 群の雄

で尿量、尿中のウロポルフィリンの有意な増加を認めた。また、60～500 mg/kg/day 群の雄

及び 750 mg/kg/day 群の雌で脾臓の絶対及び相対重量に有意な減少、125 mg/kg/day 以上の

群の雌及び 250 mg/kg/day 以上の群の雄で肝臓相対重量、500 mg/kg/day 以上の群の雌雄で

腎臓相対重量に有意な増加を認め、500 mg/kg/day 以上の群で肝細胞や尿細管の壊死や変性、
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骨髄で骨髄球の減少、750 mg/kg/day 群の脾臓で骨髄球及びリンパ球の減少が用量に依存し

てみられた 11, 12) 。 

 マウスでは 250 mg/kg/day の雄 5/9 匹、雌 4/10 匹、500 mg/kg/day の雄 10/10 匹、雌 7/10 匹、

750 mg/kg/day 群の雌雄 10/10 匹が死亡し、最終体重は 250 mg/kg/day 以上の群の雄及び 500 

mg/kg/day 以上の群の雌で低かった。一般状態や血液、臨床生化学成分に影響はなかったが、

250 mg/kg/day 以上の群の雌で尿中のコプロポルフィリンに有意な増加がみられた。125 

mg/kg/day 以上の群の雄及び 250 mg/kg/day 以上の群の雌で肝臓相対重量、500 mg/kg/day 群

の雌で腎臓相対重量に有意な増加を認めたが、雌雄の脾臓重量に影響はなかった。肝細胞

や尿細管の壊死や変性、胸腺や脾臓、骨髄でのリンパ球や骨髄球の減少は主に 250 mg/kg/day

以上の群でみられ、雄の肝細胞壊死や尿細管の壊死又は変性には用量依存性がみられ

た 11, 12) 。 

 これらの結果から、60 mg/kg/day をラットで LOAEL、マウスで NOAEL とする。 

イ）ビーグル犬雌雄各 4 匹を 1 群とし、0、27.25、54.5、272.5 mg/kg/day を 93 日間（5 日/週）

強制経口投与した結果、3～5 週に 272.5 mg/kg/day 群の 2 匹が死亡し、2 匹が瀕死となって

屠殺したが、これらのイヌでは食欲や活動の低下、体重の減少、昏睡等がみられた。同群

では未熟な白血球の増加、血糖値の低下、GPT 及び ALP の上昇、総ビリルビン及び総コレ

ステロールの増加もみられ、肝臓（胆管増生、細胞学的変化、間質の白血球浸潤、小葉中

心性変性）、腎臓、消化管粘膜、造血系組織への影響は死亡/屠殺したイヌでより強くみら

れた 13, 14)。著者らは 54.5 mg/kg/day 以下の群では一貫した影響は明らかでなかったとした

が、試験実施機関の病理検査報告書では 54.5 mg/kg/day 以上の群の肝臓でみられた病変は

本物質によるものと考えられると記載されていた 15) 。このため、NOAEL を 27.25 mg/kg/day

とする。 

ウ）ラット（系統等不明）に 0、14.4、144、288 mg/kg/day を 192 日間強制経口投与した結果、

144 mg/kg/day 以上の群で肝臓及び腎臓重量の有意な増加と軽度の肝臓の病理変化がみられ

たとした報告があった 16) 。 

 なお、ラットに 0、12.5、50、250 mg/kg/day を 93～99 日間混餌投与した結果、中・高用量

群の肝臓及び腎臓で有意な重量増加を認め、組織への影響はなかったとした報告 13) があっ

たが、試験実施機関の報告書では投与段階は 0、12.5、50、100、250 mg/kg/day であり、100 

mg/kg/day 以上の群で肝臓及び腎臓の絶対及び相対重量が有意に増加したと報告されてお

り 15) 、50 mg/kg/day 群では変化はみられていなかった。 

エ）Fischer 344 ラット及び B5C3F1 マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、ラットには 0、60、120 

mg/kg/day、マウスには 0、30、60 mg/kg/day を 103 週間（5 日/週）強制経口投与した結果、

ラットでは一般状態に影響はなく、雌の体重は 2 年目に入ると対照群よりも高かった。120 

mg/kg/day 群の雄で生存率は有意に低かった。120 mg/kg/day 群の雌で肝細胞壊死の発生率

増加を認めたが、再検査では他の群と同程度と診断され、発生率増加は疑わしいと考えら

れた。雄では肝臓の腫瘍性結節の発生率に有意な増加傾向がみられ、120 mg/kg/day の発生

率は有意に高かった。なお、60 mg/kg/day 以上の群の雌雄で肺への異物吸引と肺の急性/慢

性炎症に増加傾向がみられたが、急性/慢性炎症は未処置の雄（対照群）にも同程度の発生

率でみられ、肉芽腫性炎症の発生率は溶媒のみを投与した対照群（雌雄）で高く、用量に

依存して減少したことから、投与操作に関連したものと考えられた 11, 12) 。 
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 マウスでも体重や一般状態に影響はなく、組織への影響もなかった。なお、30 mg/kg/day

以上の群の雄で生存率の低下（わずかに有意差あり）がみられたが、死亡したマウスに毒

性所見がなかったことから、本物質によるものではないと考えられた 11, 12) 。 

 この結果から、NOAEL をラット及びマウスで 60 mg/kg/day とする。 

オ）ラット及びモルモット、ウサギ（いずれも系統等不明）に 200、475、1,000 ppm を 44 日

間（7 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、いずれの動物種も 1,000 ppm で肺及び肝臓、腎

臓の組織に変化（詳細不明）がみられ、軽度の体重増加の抑制もあった。ラット及びウサ

ギでは死亡はなかったが、モルモットで死亡率の増加がみられた。475 ppm でも軽度の肝

臓の重量増加と組織の変化がみられたが、血液への影響はいずれの動物種にもなく、200 

ppm では正常であった 16) 。 

カ）Sprague-Dawley ラット雄 32 匹、雄ウサギ 32 匹を 1 群とし、0、73、248 ppm を 24 週間（7

時間/日、5 日/週）吸入させた結果、ラットでは 248 ppm 群で肝臓の絶対及び相対重量、腎

臓の絶対重量の増加、網赤血球数の増加に有意差を認めた。なお、11 週後の剖検時には 248 

ppm 群で尿細管上皮の変性に発生率増加がみられたが、24 週後の発生率は同程度であった。 

 ウサギでは 248 ppm 群で肝臓絶対重量の増加、好中球比率の増加に有意差を認め、11 週後

の剖検時には 73 ppm 以上の群の肝臓でうっ血の発生率増加がみられたが、24 週後には 248 

ppm 群の 2 匹の肝臓で軽度～中程度のうっ血がみられただけであった。なお、ウサギでは

11 週後から真菌感染によるエンセファリトゾーン症を認めており、これによる影響も考え

られた 17, 18) 。この結果から、ラットで NOAEL を 73 ppm（ばく露状況で補正：15 ppm（69 

mg/m3））とする。 

キ）Sprgue-Dawley ラット雌雄各 30 匹を 1 群とし、0、50、150、450 ppm を 10 週間以上（6

時間/日）吸入させた 2 世代試験の結果、F0及び F1の 150 ppm 以上の群の雄、450 ppm 群の

雌で肝臓の絶対及び相対重量の有意な増加を認め、雄では小葉中心域の肝細胞肥大を伴っ

ていた。また、F0及び F1の 150 ppm 以上の群の雌雄の腎臓では尿細管の拡張や慢性間質性

腎炎、再生上皮病巣の発生率増加が用量に依存してみられた 19) 。この結果から、NOAEL

を 50 ppm（ばく露状況で補正：13 ppm（60 mg/m3））とする。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Fischer 344 ラット及び B6C3F1マウス雌雄各 9～10 匹を 1 群とし、0、60、125、250、500、

750 mg/kg/day を 13 週間（5 日/週）強制経口投与した結果、750 mg/kg/day 群の雄ラットで

精巣重量の有意な減少を認めたが、雌ラットの卵巣や子宮の重量、雌雄のマウスそれらに

影響はなかった。また、Fischer 344 ラット及び B5C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、ラ

ットには 0、60、120 mg/kg/day、マウスには 0、30、60 mg/kg/day を 103 週間（5 日/週）強

制経口投与した結果、両種の雌雄の生殖器に影響はなかった 11, 12) 。 

イ）Fischer 344 ラット雌 27～29 匹、New Zealand White ウサギ雌 30 匹を 1 群とし、0、75、210、

590 ppm を妊娠 6 日からラットは妊娠 15 日、ウサギは妊娠 18 日まで吸入（6 時間/日）さ

せた結果、ラットでは 590 ppm 群で体重増加の有意な抑制（妊娠 6～8 日）と肝臓の絶対及

び相対重量の有意な増加を認め、胎仔では奇形の発生率に有意な増加はなかったが、590 

ppm 群で骨格変異（椎骨の骨化遅延や二葉性変異）の発生率に有意な増加がみられた。 
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 ウサギでは 210 ppm 以上の群で肝臓の絶対及び相対重量の有意な増加を認め、210 ppm 群

で胎仔の頭臀長は有意に長く、590 ppm 群の胎仔で余剰肋骨の発生率は有意に高かった。 

 対照群を含む各群の胎仔には種々の奇形（個別及び総数の発生率に有意差なし）がみられ

たことから、雌ウサギ 29～32 匹を 1 群として 0、10、30、75、590 ppm を同様に吸入させ

た結果、590 ppm 群で肝臓の絶対及び相対重量、吸収胚の発生率に有意な増加を認め、胎

仔で奇形や変異の発生率に有意な増加はなかったが、何らかの奇形のあった胎仔の数は 590 

ppm 群で有意に多かった 20) 。 

 これらの結果から、ラット及びウサギの母及び胎児で NOAEL を 75 ppm（ばく露状況で補

正：19 ppm（87 mg/m3））とする。 

ウ）Sprgue-Dawley ラット雌雄各 30 匹を 1 群とし、0、50、150、450 ppm を交尾前 10 週から

交尾、妊娠、哺育期間を通して吸入（6 時間/日）させ、F1には離乳 1 週から同様にして哺

育期間まで吸入させた 2 世代試験の結果、体重や摂餌量、交尾所用日数や交尾率、受胎率、

仔の生存率に影響はなかった。なお、精巣の胚上皮の変性が対照群の F0及び F1の各 1 匹、

150 ppm 群の F0の 2 匹、F1の 3 匹、450 ppm 群の F0及び F1の各 6 匹にみられ、このうち 150 

ppm 群の F1の 1/3 匹、450 ppm 群の F0及び F1の各 3/6 匹で妊娠が成立しなかったが、対照

群と 450 ppm 群で雄の受胎能に差はなかった 19) 。この結果から、生殖・発生毒性の NOAEL

を 450 ppm（ばく露状況で補正：113 ppm（520 mg/m3））以上とする。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）本物質の臭気閾値として、気中濃度で 0.68 ppm、水溶液濃度で 0.05 ppm とした報告 21) 、

臭気閾値を 0.98～280 mg/m3（0.21～61 ppm）、刺激閾値を 933 mg/m3（202 ppm）とした報

告がある 22) 。 

イ）本物質に対する職業ばく露の経験では、400 ppm（1,840 mg/m3）に 60 分間ばく露される

と重度の中毒症状を引き起こし、200 ppm（920 mg/m3）でもばく露が長引けば疾病症状の

原因となる。75 ppm（345 mg/m3）以上の濃度は労働環境として十分な条件ではない 23) 。 

ウ）重度の貧血で入院し、骨髄形成不全と診断された 70 才女性の症例では、本物質を 70％含

む接着剤を使用した帽子の家内製造を 6 年前から行っており、特に予防等の対策は実施し

ていなかった。このため、接着剤の使用を開始した頃には、夫婦で頭痛、眼や上気道の刺

激の症状を訴えていた 24) 。 

エ）ほとんど本物質からなる洗浄剤 5～10 mL を摂取した 2 才の幼児では、その後約 2.5 時間

に何の症状も現れなかったが、昼食時に何口か食べ物を食べると急に状態が悪化し、意識

を失って蒼白となり、チアノーゼがみられた。さらに皮膚刺激に対する反応がなくなり、

筋痙攣も現れた。胃洗浄から約 3 時間後にはゆっくりと意識も戻り始め、20 時頃には回復

して遊べるようになった。幼児の呼気及び尿からは本物質の臭いが認められ、5～6 日間継

続した。なお、食事からの脂肪分が本物質の吸収を促したことから、昼食後に症状が現れ

たものと考えられた 25) 。 

オ）本物質にばく露された労働者 52 人の調査では、28 人は本物質のみの吸入ばく露がある工

場で作業しており、1～2 年作業した労働者の多くが頭痛や眩暈、傾眠、消化不良を訴えて

いた。診察の結果、四肢の先端異常感覚が 8 人、指筋肉の痙攣収縮が 9 人、手の知覚減退
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が 4 人、腓腹筋の痙攣収縮が 2 人、自律神経系失調が 8 人にみられた。残りの 24 人は本物

質以外の物質にもばく露されており、特徴的な徴候はみられなかった 26) 。 

カ）1970 年から 1982 年の間に上海の予防医学研究所で職業性の皮膚病と診断された 1,951 例

のうち、本物質が原因物質と考えられたのは 26 例であり、症状は湿疹性皮膚炎、色素沈着、

神経皮膚炎であった 27) 。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2

に示すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 

WHO IARC －  

EU EU －  

 EPA (1991) D ヒト発がん物質として分類できない。 

USA ACGIH (1995) A3 動物に対して発がん性が確認されたが、ヒトへの関連性

は不明な物質。 

 NTP － 

日本 日本産業衛生学会 －  

ドイツ DFG －  
 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらずネズミチフス菌で遺伝子

突然変異を誘発しなかったが 12, 28～32) 、酵母やマウスリンパ腫細胞（L5178Y）では遺伝子

突然変異を誘発した報告 32, 33) 、誘発しなかった報告 28, 34) に分かれた。S9 添加・無添加の

ネズミチフス菌、大腸菌 29) 、S9 添加の大腸菌 32) で DNA 傷害を誘発しなかった。S9 添加

の有無にかかわらずチャイニーズハムスター卵巣（CHO）細胞で染色体異常 35, 36) 、姉妹染

色分体交換 36) を誘発しなかった。また、S9 添加のラット肝細胞（初代培養）で不定期 DNA

合成 37) を誘発しなかった。 

in vivo 試験系では吸入ばく露したショウジョウバエで伴性劣性致死突然変異 38) 、経口投

与したマウスで優性致死突然変異、姉妹染色分体交換、小核 39) 、腹腔内投与したマウスの

骨髄で DNA 傷害 40) を誘発しなかったが、末梢血リンパ球で DNA 傷害 40) 、骨髄で小核 41) を

誘発した。なお、腹腔内投与したラット、マウスの肝臓、腎臓、肺で DNA や RNA、タン

パク質と付加体を形成した 42) 。 

 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Fischer 344 ラット及び B5C3F1 マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、ラットには 0、60、120 
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mg/kg/day、マウスには 0、30、60 mg/kg/day を 103 週間（5 日/週）強制経口投与した結果、

ラット及びマウスで腫瘍の発生率に有意な増加はなかった 11, 12) 。なお、NTP（1985）は 120 

mg/kg/day 群の雄ラットで肝の腫瘍性結節の発生率に有意な増加を認めたことから、明らか

な発がん性の証拠ではないものの、雄ラットでは多少の関与が示唆され、雌ラット及び雌

雄のマウスでは本物質の発がん影響はみられなかったと結論している 12) 。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

ヒトでの発がん性に関して、知見は得られなかった。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られているが、

発がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断で

きない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に

基づき無毒性量等を設定することとする。 

経口ばく露については、中・長期毒性イ）のイヌの試験から得られた NOAEL 27.25 mg/kg/day

（肝臓の胆管増生など）を試験期間が短かったことから 10 で除した 2.7 mg/kg/day が信頼性

のある最も低用量の知見と判断し、これを無毒性量等に設定する。 

吸入ばく露については、中・長期毒性キ）のラットの試験から得られた NOAEL 50 ppm（肝

細胞肥大、尿細管の拡張など）をばく露状況で補正して 13 ppm（60 mg/m3）とし、試験期間

が短いことから 10 で除した 6 mg/m3が信頼性のある最も低濃度の知見と判断し、これを無毒

性量等に設定する。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 
 

表 3.3 経口ばく露による健康リスク（MOE の算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露量 予測最大ばく露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

2.7 mg/kg/day イヌ 
－ 

公共用水

域・淡水 
0.004 µg/kg/day 未満程度 0.008 µg/kg/day 程度 34,000 

 
経口ばく露については、公共用水域・淡水を摂取すると仮定した場合、平均ばく露量は 0.004 

µg/kg/day 未満程度、予測最大ばく露量は 0.008 µg/kg/day 程度であった。無毒性量等 2.7 

mg/kg/day と予測最大ばく露量から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除

して求めた MOE（Margin of Exposure）は 34,000 となる。また、参考として化管法に基づく平

成 21 年度の公共用水域・淡水への届出排出量をもとに推定した高排出事業所の排出先河川中

濃度から算出した最大ばく露量は 0.02 µg/kg/day であったが、それから MOE を算出すると

14,000 となる。なお、過去のデータではあるが、食物のデータとして報告（1999 年）のあっ

た値を用いて経口ばく露量を推定すると 0.008 µg/kg/day 程度以上 0.2 µg/kg/day 未満程度とな

るが、これから MOE を求めても 1,400～34,000 となる。 



16 モノクロロベンゼン 
 

 15

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

従って、本物質の経口ばく露による健康リスクについては、現時点では作業は必要ないと

考えられる。 
 
 

表 3.4 吸入ばく露による健康リスク（MOE の算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露濃度 予測最大ばく露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 概ね 0.022 µg/m3 0.079 µg/m3程度 

6 mg/m3 ラット 
7,600 

室内空気 0.01 µg/m3程度 0.37 µg/m3程度 1,600 
 
吸入ばく露については、一般環境大気中の濃度についてみると、平均ばく露濃度は概ね

0.022 µg/m3 程度、予測最大ばく露濃度は 0.079 µg/m3程度であった。予測最大ばく露濃度と無

毒性量等 6 mg/m3 から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除して求めた

MOE は 7,600 となる。一方、化管法に基づく平成 21 年度の大気への届出排出量をもとに推定

した高排出事業所近傍の大気中濃度（年平均値）の最大値は 32 µg/m3であったが、参考とし

てこれから算出した MOE は 19 となる。 

室内空気についてみると、平均ばく露濃度は 0.01 µg/m3 程度、予測最大ばく露濃度は 0.37 

µg/m3程度であり、予測最大ばく露濃度から求めた MOE は 1,600 となる。 

従って、本物質の一般環境大気の吸入ばく露による健康リスクについては、情報収集等を

行う必要性があると考えられ、その一つとして高排出事業所近傍での大気中濃度の測定が望

まれる。一方、室内空気については、現時点では作業は必要ないと考えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性を確

認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると、表 4.1 のとおりとな

った。 

 
表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急 

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント

／影響内容 

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

藻 類 ○  12,500 Pseudokirchneriella
subcapitata 緑藻類 EC50   GRO 4 B B 1)-10745

 ○  14,400
Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 

EC50    
GRO (RATE)

2 D C 1)-84008

  ○ 100,000
Skeletonema 
costatum 

珪藻類 NOEC  GRO 5 C C 1)-2233

 ○  203,000
Skeletonema 
costatum 

珪藻類 EC50   GRO 5 C C 1)-2233

 ○  232,000
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 EC50   GRO 4 D C 1)-9607

 ○  343,000
Skeletonema 
costatum 珪藻類 EC50   GRO 4 D C 1)-9607

甲殻類  ○ 125 Portunus pelagicus タイワンガザミ NOEC  GRO 40 C C 
4)- 

2011031

  ○ 317 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  GRO 16 B C 
4)- 

2006091

  ○ 320 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 16 B B 
4)- 

2007029

 ○  586 Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 2 C C 1)-10805

  ○ 719 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 A A 2) 

  ○ 1,000 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 16 B B 
4)- 

2006091

 ○  1,720 Penaeus chinensis コウライエビ LC50   MOR 4 C C 1)-272

   2,100 Daphnia magna オオミジンコ EC16   REP 約14 C C 1)-15526

  ○ <3,000 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 約14 C C 1)-15526

  ○ 3,890 Ceriodaphnia dubia
ニセネコゼ 

ミジンコ 
NOEC  MOR 7～10 C C 1)-212

 ○  4,300 Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 1 C C 1)-15526

 ○  5,290 Ceriodaphnia cf. 
dubia 

ニセネコゼ 

ミジンコと同属
EC50   IMM 2 B B 1)-18991

 ○  5,810 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 C C 1)-11926

  ○ 6,500 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 9～11 B B 1)-212
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生物群 
急 

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント

／影響内容 

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

 ○  7,600 Ceriodaphnia dubia
ニセネコゼ 

ミジンコ 
LC50   MOR 1 B B 1)-4343

 ○  8,900*1 Ceriodaphnia 
dubia/affinis 

ネコゼミジンコ

属 
LC50   MOR

2 
(20℃) 

B B 1)-10810

 ○  11,100*1 Ceriodaphnia 
dubia/affinis 

ネコゼミジンコ

属 
LC50   MOR

2 
(24℃) 

B B 1)-10810

  ○ 12,000 Ceriodaphnia dubia
ニセネコゼ 

ミジンコ 
NOEC  REP 7～10 B B 1)-212

 ○  12,900*1 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR
2 

(20℃) 
B B 1)-12055

 ○  17,300*1 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR
2 

(24℃) 
B B 1)-10810

 ○  25,800 Daphnia magna オオミジンコ IC50   IMM 2 B B 
4)- 

2007029

 ○  31,000 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 B B 1)-212

 ○  47,000 Ceriodaphnia dubia
ニセネコゼ 

ミジンコ 
LC50   MOR 2 B B 1)-212

魚 類   50
Micropterus 
salmoides 

ブラックバス

（胚） 
LC50   MOR

～ふ化後4 
（全7.5） 

B C 1)-538

   <90
Oncorhynchus 
mykiss ニジマス（胚） LC50   MOR

～ふ化後4 
（全26） 

B C 1)-538

   110
Oncorhynchus 
mykiss ニジマス（胚） LC50   MOR

～ふ化後4 
（全27） 

B C 
4)- 

2010076

  ○ 247 Oryzias latipes メダカ（胚） NOEC  GRO
～ふ化後30 
（全43） 

A A 2) 

   880 Carassius auratus キンギョ（胚） LC50   MOR
～ふ化後4 
（全6.5） 

B C 1)-538

 ○  4,100 Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス LC50   MOR 2 B B 1)-15526

 ○  4,500
Lepomis 
macrochirus ブルーギル LC50   MOR

2 / 4 
（止水式） 

B B 1)-7398

 ○  4,700
Oncorhynchus 
mykiss ニジマス LC50   MOR 4 B B 1)-15457

  ○ 4,800 Danio rerio 
ゼブラフィッシュ

（胚） 
NOEC  GRO 28 B B 1)-3279

 ○  5,820 Solea solea カレイ目 LC50   MOR 4 A A 1)-14995

 ○  6,590 Oryzias latipes メダカ LC50   MOR 4 A A 2) 

 ○  6,610 Platichthys flesus ヌマガレイ属 LC50   MOR 4 A A 1)-14995

 ○  7,400
Lepomis 
macrochirus ブルーギル LC50   MOR

4 
（流水式） 

B B 1)-7398

 ○  10,500 Danio rerio ゼブラフィッシュ LC50   MOR 2 B B 1)-15526

その他   720
Chironomus 
riparius ドブユスリカ NOEC  BEH 4～4.08 C C 1)-14176

   1,126
Paracentrotus 
lividus 

ヨーロッパムラ

サキウニ（胚）
NOEC  DVP 2 C C 1)-5808

   1,150 Ambystoma gracile
トラフサンショ

ウウオ科（胚）
LC50   MOR

～ふ化後4 
（全9） 

D C 
4)- 

2010076

   1,200 Rana pipiens 
アカガエル属 

（胚） 
LC50   MOR

～ふ化後4 
（全9） 

D C 
4)- 

2010076
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生物群 
急 

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント

／影響内容 

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

  ○ 294,000 Lemna minor コウキクサ 

NOEC  GRO
（葉状体数／

乾重量） 
7 B B 

4)- 
2011034

  ○ 294,000 Lemna gibba イボウキクサ 
NOEC  GRO
（葉状体数）

7 B B 
4)- 

2011034

 ○  353,000 Lemna minor 
コウキクサ

(7136系統) 
EC50  GRO 
（葉状体数）

7 B B 
4)- 

2011034

 ○  581,000 Lemna gibba イボウキクサ 
EC50   GRO 
（葉状体数）

7 B B 
4)- 

2011034

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）：PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 

EC16 (16% Effective Concentration) : 16%影響濃度、EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、 

IC50 (Median Inhibition Concentration) : 半数阻害濃度、LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、 

NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 

影響内容 

BEH (Behavior) : 行動、DVP (Development) : 発生（ここでは後期異常割合）、 

GRO (Growth) : 生長（植物）、成長（動物）、IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡、 

REP (Reproduction) : 繁殖、再生産 

（ ）内：毒性値の算出方法 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

 

*1 3 試験の幾何平均値 

 

 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度(PNEC)導出のために採用した。その知見の概

要は以下のとおりである。 

 

1） 藻類 

 Galassi と Vighi1)-10745 は一部改変した米国 EPA の試験方法(AAPBT, 1971)に準拠し、緑藻類

Pseudokirchneriella subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害試験を実施した。試

験には密閉容器が用いられた。設定試験濃度区は対照区及び 7 濃度区であり、被験物質の平均

実測濃度（対照区は除く）は、6.5、14.3、23.3、29.6、37.8、45.0、63.0 mg/L であった。96 時間

半数影響濃度(EC50)は、実測濃度に基づき 12,500 µg/L であった。 

 

2） 甲殻類 

Rose ら 1)-18991は、米国 EPA の試験方法(EPA 600/4-90/027F, 1993)に基づく Warne の方法(1995)

に従い、ニセネコゼミジンコと同属である Ceriodaphnia cf. dubia の急性遊泳阻害試験を実施し

た。試験は止水式（密閉容器使用、ヘッドスペースなし）で行われ、設定試験濃度区は対照区

及び 5 濃度区（等比級数的）であった。試験溶液は、硬度 65.2 mg/L(CaCO3換算)の脱塩素水道

水を試験用水に、アセトンを助剤に用いて調製された。被験物質の実測濃度は、設定濃度から

20％以上減少することはなかった。48 時間半数影響濃度(EC50)は、初期実測濃度に基づき 5,290 
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µg/L であった。 

また、Hermens ら 4)-2007029はオランダ規格協会の試験方法(NEN6502, 1980)に準拠し、オオミジ

ンコ Daphnia magna の繁殖試験を実施した。試験は半止水式（週 3 回換水）で行なわれ、設定

試験濃度区の公比は 3.2 であった。試験用水にはオランダ標準水(DSW、硬度約 100 mg/L、CaCO3

換算)が用いられた。被験物質の初期実測濃度は設定濃度の 70％以上であり、換水前の濃度減少

は 20％以下であった。繁殖阻害に関する 16 日間無影響濃度(NOEC)は、設定濃度に基づき 320 

µg/L であった。 

 

3） 魚類 

 Calamari ら 1)-15526は、イタリア IRSA の試験方法(1973)に準拠し、ニジマス Oncorhynchus mykiss

（＝Salmo gairdneri）の急性毒性試験を実施した。試験は止水式で行われ、密閉容器が用いられ

た。48 時間半数致死濃度(LC50)は 4,100µg/L であった。 

 環境省 2)は、OECD テストガイドライン No.210(1992)に準拠し、メダカ Oryzias latipes の胚を

用いた魚類初期生活段階毒性試験を、GLP 試験として実施した。試験は流水式（約 19 回換水／

日）で行なわれ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、0.10、0.27、0.71、1.9、5.0 mg/L（公

比 2.7）であった。試験溶液の調製には、試験用水として脱塩素水道水（硬度 59 mg/L、CaCO3

換算）が、助剤として N,N-ジメチルホルムアミド(DMF) 約 100 µL/L が用いられた。被験物質

の実測濃度(0、7、14、21、28、35、42 日目)は、設定濃度の 88～101％であり、毒性値の算出に

は実測濃度（算術平均値）が使用された。成長阻害（試験終了時の体重及び体長）に関する 43

日間無影響濃度(NOEC)は、247 µg/L であった。 

 

4） その他 

 Cowgil ら 4)-2011034は、米国 EPA の試験方法(EPA 540/9-86-134,1986、及び EPA 540/9-82-020, 1982)

に準拠し、コウキクサ Lemna minor、及びイボウキクサ Lemna gibba の毒性試験を実施した。試

験は止水式で行われ、密閉容器が用いられた。設定試験濃度は 0（対照区）、8.2、13.7、22.9、

38、63.5、106、176、294、490、815、1,350 µg/L（希釈率 60％、公比 1.67）であり、試験には

改変 Hoagland 培地（硬度 636 mg/L、CaCO3換算）が用いられた。コウキクサ Lemna minor の生

長阻害（葉状体数）に関する 7 日間半数影響濃度(EC50)は、設定濃度に基づき 353,000µg/L であ

った。また、コウキクサ Lemna minor の生長阻害（葉状体数又は乾重量）、又はイボウキクサ Lemna 

gibba の生長阻害（葉状体数）に関する 7 日間無影響濃度(NOEC)は、設定濃度に基づき 294,000 

µg/L であった。 

 

（2）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセ

スメント係数を適用し予測無影響濃度(PNEC)を求めた。 

 

急性毒性値 

藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 96 時間 EC50（生長阻害） 12,500 µg/L

甲殻類 Ceriodaphnia cf. dubia 48 時間 EC50（遊泳阻害） 5,290 µg/L
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魚類 Oncorhynchus mykiss 48 時間 LC50 4,100 µg/L

その他 Lemna minor 7 日間 EC50（生長阻害） 353,000 µg/L

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他生物について信頼でき

 る知見が得られたため］ 

 得られた毒性値のうち、その他生物を除いた最も小さい値（魚類の 4,100 µg/L）をアセスメン

ト係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 41 µg/L が得られた。 

 

慢性毒性値 

甲殻類 Daphnia magna 16 日間 NOEC（繁殖阻害） 320 µg/L

魚類 Oryzias latipes 43 日間 NOEC（成長阻害） 247 µg/L

その他 Lemna minor 

Lemna gibba 

7 日間 NOEC（生長阻害）

7 日間 NOEC（生長阻害）

294,000 µg/L

294,000 µg/L

アセスメント係数： 100［2 生物群（甲殻類、魚類）及びその他生物について信頼できる知見が

得られたため］ 

得られた毒性値のうち、その他生物を除いた小さい方（魚類の 247 µg/L）をアセスメント係

数 100 で除することにより、慢性毒性値による PNEC 値 2.5 µg/L が得られた。 

 

本物質の PNEC としては魚類の慢性毒性値から得られた 2.5 µg/L を採用する。 

 

（3）生態リスクの初期評価結果 

 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比

公共用水域・淡水 0.1 µg/L未満程度 (2005) 0.2 µg/L程度 (2005) 
2.5 

µg/L 

0.08 

公共用水域・海水 0.1 µg/L未満程度 (2005) 0.03 µg/L程度 (2005) 0.01 

注：1) 水質中濃度の( )内の数値は測定年度を示す  
   2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 
 

 
 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域、海水域ともに 0.1 µg/L 未満

程度であり、定量下限値未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度(PEC)

は、淡水域で 0.2 µg/L 程度、海水域では 0.03 µg/L 程度であった。 

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］ 
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予測環境中濃度(PEC)と予測無影響濃度(PNEC)の比は、淡水域で 0.08、海水域では 0.01 とな

るため、現時点では作業の必要はないと考えられる。しかし、化管法に基づく届出排出量を用

いて河川中濃度を推定した結果、PEC より高濃度の地点が存在する可能性が考えられた。 

したがって、本物質については情報収集に努める必要があり、PRTR データを踏まえた環境

中濃度の測定が必要であると考えられる。 
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